
 

 
 
 

契約手続の不備 

対象受検機関 検出事項 是正を求める事項 措置の内容 

 

一般財団法人 

大阪府地域福祉

推進財団 

 

 

 

一般財団法人大阪府地域福祉推進財団は、介護支援専門員実務研

修受講試験に係る下記の業務を委託するに当たり、受託事業者は、

業務に精通していることや、必要な人材を確実に確保できること等

が必要であるため、競争入札に適しないとして、過去に同業務を遂

行していること等を理由に、一般財団法人大阪府地域福祉推進財団

会計規程（以下「財団会計規程」という。）第31条（地方自治法施

行令第167条の２第１項第２号準用）に基づき随意契約（4,485,213

円及び5,976,180円）を締結していた。 

なお、事業者の選定に当たっては、委託契約金額の適正性を検証

するため、各事業について、それぞれ２者から比較見積書を徴収し

ていた。 

 

財団会計規程では、契約に当たっては、大阪府財務規則に準じて

行うこととされているが、過去に良好に業務を遂行した事実をもっ

て随意契約を締結することは不適切であり、また、比較見積書を徴

収していることから唯一性があるとは言えず、財団会計規程第31条

には該当しない。 

 

 

契  約  名 契約金額 

第18回大阪府介護支援専門員実務研修受講試験

にかかる監督員業務委託契約 
4,485,213円 

第18回大阪府介護支援専門員実務研修受講試験

の労働者派遣業務委託契約 
5,976,180円 

 

 

今後は、随意契約のルールを十分に理解し、適正な事務処理を行われ

たい。 

 

【財団会計規程】 

（契約） 

第31条 契約に当たっては、大阪府財務規則（昭和55年大阪府

規則第48号）第５章の規定の例に準じて行うものとする。 

 

【大阪府財務規則】 

（随意契約の限度額） 

第61条の２ 令第167条の２第一項第一号の規則で定める額は、

次の各号に掲げる契約の種類に応じ、当該各号に定める額と

する。 

一 工事又は製造の請負 二百五十万円 

二 財産の買入れ 百六十万円 

三 物件の借入れ 八十万円 

四 財産の売払い 五十万円 

五 物件の貸付け 三十万円 

六 前各号に掲げるもの以外のもの 百万円 

 

【地方自治法施行令】 

（随意契約） 

第167条の２ 地方自治法第234条第二項の規定により随意契約

によることができる場合は、次に掲げる場合とする。 

一 売買、貸借、請負その他の契約でその予定価格が別表第五

上欄に掲げる契約の種類に応じ同表下欄に定める額の範囲

内において普通地方公共団体の規則で定める額を超えない

ものをするとき。 

二 不動産の買入れ又は借入れ、普通地方公共団体が必要とす

る物品の製造、修理、加工又は納入に使用させるため必要な

物品の売払いその他の契約でその性質又は目的が競争入札

に適しないものをするとき。 

 

【大阪府随意契約ガイドライン】 

３ 随意契約ができる場合 

 

○労働者派遣業務について

は、平成29年４月21日から

４月28日を入札期間とし

て、単価入札を実施した。 

 

○また、財団の実情にあっ

た契約事務の適正化及び効

率化を図るため、平成29年

度に、財団会計規程の見直

しを行い、第31条を「契約

については、大阪府財務規

則（昭和55年大阪府規則第

48号）第５章の規定の例に

準じて行うものとする。」か

ら、「契約については、別に

定める。」と改正し、新たに

「一般財団法人大阪府地域

福祉推進財団契約規程」（以

下「財団契約規程」という。）

を制定した。（平成30年４月

１日施行） 

 

○制定を受けて、監督員業

務委託契約については、今

後は財団契約規程に基づき

随意契約とする。なお、財

団契約規程については、そ

の運用の適正を期するため

ガイドラインを策定した。

（平成30年４月１日施行） 



 

 
 
 

監査（検査）実施年月日（委員：平成28年11月21日、事務局：平成28年10月19日及び同月20日） 
 

第２号（令第167条の２第１項第２号） 

不動産の買入れ又は借入れ、府が必要とする物品の製造、修

理、加工又は納入に使用させるため必要な物品の売払いその

他の契約でその性質又は目的が競争入札に適しないものを

するとき。契約の「性質又は目的が競争入札に適しないもの」

とは、おおむね次の場合が該当する。 

（中略） 

以上の運用の解釈として、「その性質又は目的が競争入札に

適しないものをするとき。」とは、特殊な、あるいは独自の

技術、機器、設備又は技法等を必要とする業務で、特定の者

と契約しなければ、契約の目的を達することができない場合

や競争入札に付することが不可能又は著しく困難な場合で

ある。したがって、上記アからコに該当する場合でも、その

唯一性について十分に検討すること。 

 


